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福井駅西口地下駐車場管理運営業務仕様書 
 

 本仕様書は、福井駅西口地下駐車場（以下「駐車場」という。）の管理運営業務を指

定管理者が行うにあたり、管理運営業務の内容および水準等を定めるものである。 

 

第１ 基本方針等 

１ 駐車場の目的、業務 

・目的 

  福井駅周辺における安全かつ円滑な道路交通の確保と市街地活性化への寄与 

・業務 

 ア 駐車場の運営に関する業務 

 イ 駐車場の維持管理に関する業務 

 

２ 管理運営に関する基本方針 

  指定管理者制度では、指定管理者は施設の管理権限と責任を有し、施設の管理を代

行するものとされている。指定管理者は、施設の適正な管理を確保しつつ、住民サー

ビスの向上と経費の削減を図っていく必要がある。 

  指定管理者は、駐車場を管理運営するにあたって、次の各項目に留意して円滑に実

施することとし、福井県（以下「県」という。）は施設の設置者として必要に応じ指

定管理者に対して指示等を行う。 

 （１）「道路法」（昭和２７年法律第１８０号）、「地方自治法」（昭和２２年法律第６

７号）、「福井県自動車駐車場の設置および管理に関する条例」（平成１６年福井

県条例第２９号）、「福井県自動車駐車場の設置および管理に関する条例施行規

則」（平成１６年福井県規則第２０号）、「福井県個人情報保護条例」（平成１４年

福井県条例第６号）、「福井県外部監査契約に基づく監査に関する条例」（平成１

１年福井県条例第１号）、「福井県財務規則」（昭和３９年福井県規則第１１号）、

「福井県指定管理者制度基本条例」（平成１８年福井県条例第３号）その他関係

法令等の内容を十分に理解し、法令の規定に基づいた運営を行うこと。 

 （２）公の施設であることを常に念頭において、公平な管理運営を行うこととし、特

定のものに有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

 （３）福井駅周辺における安全かつ円滑な道路交通の確保と市街地活性化を図るため

施設の利用促進に努めること。 

 （４）利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者へのサービス向上に努めること。 

 （５）施設の適正な管理運営を行うとともに、管理運営経費の削減に努めること。 
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 （６）福井県個人情報保護条例（平成１４年福井県条例第６号）の規定に基づき、個

人情報の適正な取扱いを徹底すること。 

 （７）指定管理の業務上知り得た内容について第三者に漏らしたり自己の利益のため

に利用しないこと。指定期間の終了後も同様とする。 

 （８）グリーン調達の推進や、資源リサイクルの徹底、エネルギー使用量の削減管理

など、環境に配慮した管理運営を行うとともに、利用者および業務関係者に対す

る情報提供または環境教育に努めること。 

    また、福井県環境マネジメントシステムに基づくエコオフィス活動等に積極的

に取り組むこと。 

 （９）県と密接に連携を図りながら管理運営を行うこと。 

 

第２ 指定管理者が行う業務の範囲 

１ 施設の供用に関する業務 

 （１）駐車場の利用に関する業務 

 （２）駐車場の安全確保に関する業務 

 （３）駐車場の普及広報に関する業務 

 （４）駐車場の利用促進に関する業務 

 （５）その他の業務 

 

２ 施設および設備の維持管理業務 

 （１）基本的事項 

（２）施設保守管理業務 

 （３）設備機器の保守管理業務 

 （４）設備機器の運用操作および監視業務 

 （５）貸出備品等管理業務 

 （６）清掃業務 

 （７）保安警備業務 

 （８）維持管理計画の作成 

 （９）施設等整備不良による損害賠償 

 

３ その他施設の管理運営に必要な業務 

 （１）組織体制および人員配置 

 （２）事業計画書の作成 

 （３）事業報告書の作成 

 （４）事業評価業務 
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 （５）保険への加入 

 （６）関係機関との連絡調整事務 

 （７）指定期間の前に行う業務 

 （８）指定期間終了後の引継ぎ業務 

（９）指定管理の業務の範囲外 

 

第３ 業務内容の詳細 

Ⅰ 施設の供用に関する業務 

 

１ 駐車場の利用に関する業務 

 （１）駐車場の供用時間および入出庫可能な時間帯 

    駐車場の供用時間および入出庫可能な時間帯は、原則として次の表のとおりと

する。ただし、指定管理者は、必要があると認めるときは、知事の承認を得て入

出庫可能な時間帯を変更することができる。 

区 分 時間等 

供用時間 ２４時間供用の年中無休 

入出庫可能な時間帯 午前 5時から午前 0時 30分まで（19時間 30分） 

 （２）駐車券、定期駐車券、回数券、パーキングカードの発行および在庫管理 

 （３）午前０時３０分以降の駐車自動車の把握 

 （４）長期駐車自動車および放置自動車の把握および適切な処置 

 

２ 駐車場の安全確保に関する業務 

 （１）駐車場内巡視または管理事務所におけるモニター等による場内の監視および必

要に応じての関係機関への連絡 

 （２）駐車場内の車両整理および誘導 

 （３）福井県自動車駐車場の設置および管理に関する条例第８条の各号のいずれかの

規定に該当するときの駐車の拒否に関すること。 

 （４）駐車場の出入口の施錠および解錠 

 （５）緊急時の対応 

   ・指定管理者は、災害等緊急時（浸水時を含む）の利用者の避難、誘導、安全確

保、必要な通報等について、対応計画を作成し、緊急事態の発生時には的確に対

応すること。 

   ・駐車場の利用者等の急な病気、けが等に対応できるよう、近隣の医療機関等と

連携し、緊急時には的確な対応を行うこと。 

・県が駐車場を避難場所として利用する必要があると認めるときは、その指示に

従うこと。 
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３ 駐車場の普及広報に関する業務 

 （１）指定管理者は、広報パンフレット、簡易リーフレット等を作成し、駐車場の普

及広報に努めること。特に、利用者拡大につながる次の事項について取り組むこ

と。 

    ・駐車場料金の割引制度、回数券等を使った賢い使い方について情報提供を行

うこと。 

    ・地下駐車場の環境の利点（屋根付き、駐車スペースの広さ、中心市街地への 

利便性の良さ等）について情報提供を行うこと。 

 

 （２）駐車場のホームページを作成し、次の事項について、最新の情報の掲載、更新

を行うこと。 

    ・駐車場利用案内 

    ・その他駐車場に関する情報 

 

４ 駐車場の利用促進に関する業務 

（１）指定管理者は自らイベントを企画実施し、あるいは駐車場周辺で行われるイベ

ントに合わせ駐車場利用者に対する駐車料金の割引券の発行など駐車場利用の

促進を図ること。（ただし、駐車場の目的外の使用は認めない。） 

 （２）指定管理者は、駐車場と大手地下道との連絡通路に設置された「地下駐ギャラ

リー」の活用を図ること。 

 （３）指定管理者は、駐車場の利用促進を図ること。特に、次の事項について取り組

むこと。 

    ・企業等への訪問や電話等の営業活動を行うこと。 

    ・回数券・パーキングカードの販売額を増やすこと。 

    ・利用状況が低い朝夜の利用促進策に取り組むこと。 

    ・新幹線等利用者割引の利用者拡大を図ること。 

    ・時間貸利用者に影響のない範囲で定期券利用者を増やすこと。 

 

５ その他の業務 

 （１）駐車場の料金徴収事務（地方自治法施行令第１５８条第１項の規定に基づく事

務） 

   ア 指定管理者は、福井県自動車駐車場の設置および管理に関する条例第５条の

規定に定めるところにより駐車場の料金を徴収するものとする。 

   イ 駐車場の料金は、普通料金および一泊料金による場合は、精算機により徴収

するものとするが、定期駐車券、回数券、パーキングカードの販売による場合は、
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現金により徴収するものとする。 

   ウ 釣り銭は必要に応じて準備し、利用者の便宜を図ること。 

   エ その他の徴収事務の取扱いについては、別に定める「福井駅西口地下駐車場

駐車料金徴収事務委託契約」によるものとする。 

 （２）駐車場の利用に関して、利用者、県民等から苦情等があった場合は、適切な対

応を行い、その内容を県に報告すること。 

 （３）駐車場の管理については、関係法令等の規定に基づくほか、別に定める「福井

駅西口地下駐車場利用管理規程」の内容を遵守すること。 

 

Ⅱ 施設および設備の維持管理業務 

 

１ 基本的事項 

  指定管理者は、施設および設備、備品の機能と環境を良好に維持し、サービス提供 

が常に円滑に行われるように、次の基本的事項を踏まえ、施設、設備および備品等の 

日常点検、保守点検を行うとともに、法定の保守管理業務を行うこと。 

 （１）指定管理者は、施設および設備の維持管理業務実施状況を記録した業務日誌を

作成・保管し、県の求めがあったときには提出すること。 

 （２）施設および設備の修繕については、原則として見積額が１件当たり１００万円

未満の場合は、指定管理者が負担すること。 

 （３）故障等の発生や短期間のうちに故障等が発生すると見込まれる場合は、速やか

に修繕工事を行うこと。 

 （４）原則として見積額１件１００万円以上の修繕および更新については、速やかに

県に連絡すること。 

 （５）指定管理者は、駐車場の管理のため消防法（昭和２３年法律第１８６号）に定

める防火管理者等法令に基づき必要な資格を有するものを置くこと。 

 

２ 施設保守管理業務 

 （１）指定管理者は、施設を適切に運営するために、日常的に点検を行い、仕上げ材

の浮き、ひび割れ、はがれなどが発生しない状態を維持し、かつ美観を維持する

こと。 

 （２）指定管理者は、施設を安全かつ安心して利用できるよう施設の保全に努めると

ともに、建築物等の不具合（軽微な場合を除く）を発見した際には、速やかに県

に連絡すること。 

 

３ 設備機器の保守管理業務 

 （１）設備機器の法定点検および初期性能・機能保持のため、外観点検、機能点検、



―6― 

機器動作特性試験、整備業務等を行うこと。 

 （２）設備機器の保守点検業務に要する経費は、指定管理者の負担とする。 

 （３）設備機器にかかる消耗品については、指定管理者の負担とする。 

 

４ 設備機器の運転操作および監視業務 

設備の適正な運用を図るために行う監視業務ならびにこれに関連する電力、水道、

燃料等の需給状況を把握すること。また、適切な運転記録をとること。また環境に

配慮した適正な運転を行うとともに光熱水費等の削減に努めること。 

 

５ 備品等管理業務 

（１） 指定管理者は、県の所有する物品（貸出用設備器具、備品等）について、預

り備品台帳を整備するとともに備品シールを貼付するなど、適切に管理するこ

と。 

（２） 指定管理者は、利用に支障をきたさないよう備品の管理を行うこと。 

（３） 指定管理者が管理する県の物品について、更新が必要な場合は、県に報告す

ること。 

（４） 指定管理者が自ら所有または賃借した備品等を施設に設置するときは持込備

品管理簿を作成すること。 

（５） 指定管理者が指定期間の満了または指定の取り消しを受けた時は、指定管理

者は自らの責任と費用で持込備品管理簿に搭載する備品等を撤去および撤収す

るものとする。 

 

６ 備品等購入業務 

（１） １件当たりの見積額が１０万円（消費税および地方消費税を含む。）以上の

もので、その性質・形状が長期間使用に耐えるものを備品として取扱い、１件

当たりの見積額が１０万円未満のものおよび一度の使用でその効用を失うも

のを消耗品として区分する。 

（２） 備品を購入するときは、あらかじめ県と指定管理者で協議するものとする。 

（３） 県が所有する備品について、経年劣化等により管理業務に供することができ

なくなった場合、県の負担と責任で購入し、施設に貸与する。 

（４） 物品のうち消耗品については指定管理者が負担すること。 

（５） 指定管理者が、指定管理料で購入した備品については指定管理者の所有とす

る。 

（６） 指定管理者が変更となったときは、指定管理者が指定管理料で購入した備品

について、県と指定管理者との間で譲渡について協議する。 
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７ 清掃業務 

  良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公共施設として快適な空間を保つために、 

 必要な清掃業務を実施するとともに費用については指定管理者が負担すること。 

 （１）日常清掃 

    清掃の実施頻度等その内容については、指定管理者が施設の利用頻度等に応じ

て適切に設定すること。衛生消耗品類は、常に補充された状態にすること。 

 （２）定期清掃 

    日常清掃では実施しにくい以下に掲げる清掃等を確実に行うため、指定管理者

が施設の利用頻度等に応じた定期清掃を行うこと。 

    ・駐車場内車路の放水清掃、駐車場内排水溝の泥上げ清掃、地上部上屋清掃等 

 （３）特別清掃 

    指定管理者は、日常清掃および定期清掃のほかに必要に応じて清掃を実施し、

施設の適切な環境衛生、美観の維持に努めること。 

 

８ 保安警備業務 

  駐車場の防犯、防火および防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境を

確保した保安警備業務を行うこと。 

  

９ 維持管理計画の作成 

  指定管理者は、年度当初に施設維持管理計画（点検整備、法令に基づく測定・検査、 

調査等）を作成し、県に提出すること。 

 なお、計画に従って実施した点検・評価結果、整備状況、修繕等については記録を 

行い、施設維持管理計画に反映させること。 

 

１０ 施設等整備不備による損害賠償 

   施設および設備の維持管理の不備により利用者の財物等に損害を与えた場合は、 

原則として指定管理者において賠償すること。 

 

Ⅲ その他施設の管理運営に必要な業務 

 

１ 組織および人員配置 

 （１）配置人員等 

  ア 管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働

基準法（昭和２２年法律第４９号）を遵守し、管理運営を効率的に行うための業

務形態にあった適正な人数の職員を配置すること。 

  イ 駐車場の総括として、統括責任者を１名配置することとし、統括責任者が県と
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連絡調整を行うこと。 

  ウ 職員の勤務体制は、駐車場の管理運営に支障がないよう配慮するとともに、利

用者の要望に応えられるものとすること。 

  エ 設備技術者は、施設の管理運営にあたり法令等により資格を必要とする業務の

場合には、有資格者を選任すること。 

 （２）研修等 

    職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要

な知識と技術の習得に努めること。 

 

２ 事業計画書の作成 

  指定管理者は、各事業年度開始２か月前までに翌年度の管理運営に関する事業実施

計画書を作成し、県へ提出すること。ただし、令和８年度の事業計画については、こ

の限りでない。 

 この事業実施計画書には、指定管理者の直近の事業年度における財産目録、貸借対 

照表、損益計算書その他財務状況を明らかにする書類を添付すること。 

 実施計画書の主な内容は次のとおりとし、県と調整を図ること。 

 ア 施設管理業務の実施計画および利用計画 

・ 組織体制 

・ 利用者数（時間貸し、定期駐車券、回数券別）の計画 

・ 施設設備維持管理計画 

・ 利用率向上のための事業計画 

・ 課題分析と事業評価についての計画  

・ その他の業務の実施計画 

  イ 駐車場の管理に係る経費の収支見込み 

 

３ 事業報告書の作成 

 （１）年次報告書 

    指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に、事業報告書を県に提出すること。

事業報告書の主な内容は次のとおりとする。詳細については、県と指定管理者が

締結する協定で定める。 

  ア 施設管理業務の実施および利用状況 

・ 組織体制 

・ 利用者数（時間貸し、定期駐車券、回数券、新幹線等利用）の実績 

・ 施設設備維持管理実績 

・ 利用率向上のための事業実績 

・ 課題分析と事業評価 
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・ その他の業務の実施状況 

  イ 駐車場の管理に係る経費の収支状況を記載した財務書類（損益計算書、収支計

算書等、および県が求めるもの。） 

 

 （２）月次報告書 

    指定管理者は毎月報告書を作成し、翌月１０日までに県に提出すること。 

   月次報告書の主な内容は次のとおりとし、県と調整を図ること。 

    ・利用者数（時間貸し、定期駐車券、回数券、新幹線等利用、高速バス等利用

の実績） 

    ・利用者等からの苦情とその対応状況 

 （３）その他の事業報告 

    その他、管理業務の実施状況を把握するために必要な事項について、県の求め

に応じて随時報告を行うこと。 

 

４ 事業評価業務 

 （１）利用者アンケート調査 

    指定管理者は、利用者アンケート等により利用者等の意見や要望を把握し、利

用者の意見を管理運営に反映させ、利用者へのサービス向上に努めること。 

 （２）事業評価 

    施設の管理運営に関して数値目標管理による業務の効果測定および評価を行

い、その結果を前記の事業報告書にまとめ県に提出すること。 

 

５ 保険への加入 

  指定管理者は募集要項、仕様書に定める自らのリスクに対して、適切な範囲で保険 

 （施設管理者賠償責任保険、自動車管理者賠償責任保険）等に加入すること。 

 

６ 関係機関との連絡調整事務 

  指定管理者は、関係機関との連絡調整を図ること。 

 

７ 指定期間の前に行う業務 

 （１）協定項目についての県との協議 

 （２）事業計画書の作成、協議 

 （３）配置する職員等の確保、職員研修 

 （４）業務等に関する各種規程の作成、協議 

 （５）現行の管理団体からの業務引継ぎ 

 （６）その他県が必要と認める業務 
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８ 指定期間終了後の引継ぎ業務 

 （１）指定管理者は、指定期間終了後、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の

業務を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。 

 （２）指定期間終了後もしくは指定の取消し等により次期指定管理者へ業務を引き継

ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供する

ものとする。 

 

９ 指定管理者の業務の範囲外 

    自動販売機、公衆電話等の占用許可については、県が占用許可を行い、その占

用料は県の収入とする。 

 なお、当該占用にかかる光熱水費、維持管理費の実費については、占用者が

負担する。 

 

第４ その他留意事項 

１ 実地調査等の実施 

県は、施設の管理運営の適正化のため必要と認めた場合は、指定管理者に対して、

事業および経理の状況等について、定期的または臨時に実地調査を行い、必要な指示

を行うことができる。 

 （１）備品の棚卸 

指定管理者は、県の立会いのもと、年１回は備品の確認を行う。 

（２）廃棄および取換えが必要な備品 

備品の棚卸時に、指定管理者は、廃棄および取換えが必要な備品について、県

と協議する。 

 （３）施設および設備の状況 

    指定管理者は、県の立ち合いのもと、施設および設備の状況について確認を行

う。 

 

２ 監査 

  福井県監査委員等が、必要に応じ指定管理者に対し、実地に調査し、または必要な 

記録の提出を求める場合があるので、速やかに対応すること。 

 

３ 業務不履行時の処理 

 （１）指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となる恐れが生じた
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場合、管理運営業務が業務要求水準を満たしていない場合、または利用者が施設

を利用する上で明らかに不適切と認められる状況にある場合は、県は指定管理者

に対して改善勧告等の指示を行い、期限を定めて改善策の提出および実施等を求

めることができる。 

    この場合、指定管理者が当該期限内に改善することができなかった場合は、県

は指定管理者の指定を取り消し、または業務の全部または一部を停止させること

ができる。 

 （２）上記（１）により指定管理者の指定が取り消され、または業務停止となった場

合、県は指定管理者に生じた損害の賠償の責を負わないほか、指定管理者は県に

生じた損害を賠償しなければならない。 

 （３）指定管理者は、事業の継続が困難になった場合またはその恐れが生じた場合、

速やかに県に報告しなければならない。 

 （４）不可抗力その他県または指定管理者の責めに帰することができない事由により

管理の継続が困難となった場合は、県と指定管理者は事業継続の可否について協

議することとする。 

 

４ 協定等 

  県と指定管理者は、業務内容および管理の基準の詳細について協議の上、協定を締 

結する。 

協定は、指定期間全体の包括協定と毎事業年度ごとの年度別協定とする。協定の主

な項目は次のとおり予定している。 

 （１）包括協定 

    指定期間、指定管理者の業務の範囲、業務内容の変更中止等、指定管理者の責

務、委託料、駐車料金の徴収、個人情報等の管理の取扱い、モニタリングおよび

事業報告に関する事項、指定の取消しおよび管理業務の停止に関する事項、引継

ぎに関する事項、一般的損害に対する損害賠償責任、使用に係る不服申し立てに

関する取扱い、権利義務の譲渡の禁止、危険負担に関する事項、備品等の管理物

件に関する事項、修繕等の費用負担、原状回復事務、帳簿等の整備、管理規程等

の制定、重要事項の変更の届出、事故報告、その他必要と認める事項 

 （２）年度別協定 

    当該年度業務の仕様、当該年度の委託料の額、その他必要と認める事項 

 

５ 業務における責任分担 

  県と指定管理者との責任分担の基本方針は次のとおりである。 

項  目 
指 定 

管理者 
県 備  考 

駐車場の管理運営    
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（苦情対応、広報等含む） 

（徴収した駐車料金の盗難・紛失） 

○ 

○ 

施設、設備、備品等の維持管理 ○   

駐車料金の収入  ○  

駐車料金の減免承認  ○  

道路法に基づく占用許可  ○  

施設、設備の修繕 

（１件当たりの見積額が１００万円以上のもの） 

（１件当たりの見積額が１００万円未満のもの） 

（事故・災害によるもの） 

（施設管理上の瑕疵によるもの） 

 

 

○ 

協議事項 

○ 

 

○ 

 

協議事項 

 

 

物品の購入 

（１件当たりの見積額が１０万円以上のもの） 

（１件当たりの見積額が１０万円未満のもの） 

 

 

○ 

○ 

事前協議 

施設利用者等への損害賠償 

（下記以外のもの） 

（施設管理上の瑕疵によるもの） 

 

協議事項 

○ 

 

協議事項 

 

 

利用者賠償保険への加入 ○   

施設の火災保険への加入  ○  

災害時の対応 

（連絡体制確保、利用者の避難誘導、被害調査・報

告、応急措置） 

（指揮、指示等、本格復旧） 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

物価等の変動 ○  光熱水費等 

包括的な管理責任  ○  

事業終了および引継ぎ（期間満了または指定取消し

等にかかる明渡し費用、業務引継ぎ費用） 
○  

 

 ※協議事項については、事案ごとの原因により判断するが、第一次責任は指定管理者 

が有するものとする。 

 


